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Research Organization of Social Sciences（立命館大学BKC社系研究機構） 

今回の『ROSSI 四季報特別号』は、2007年11月28日に開催した、本学社会システム研究所学術公開講演会の概要を収録したものです。
シュクラ教授による講演は英語（日英同時通訳付き）でおこなわれました。

立命館大学社会システム研究所学術公開講演会

●演 題　インドの経済成長と環境
●日時　 2007年11月28日（水） 午後2時10分～午後3時40分
●場 所　 立命館大学びわこ・くさつキャンパス　ローム記念館大会議室
●主 催　 立命館大学社会システム研究所

PROFILE
1979年より現職。エネルギー、環境モデル化および政策など
の国際的研究活動チームの委員、インド政府や国際機関等のコ
ンサルタントを歴任。
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第4次評価報告書
第3作業部会報告書のとりまとめをはじめ、数々のエネルギー
と環境に関する国際的な報告書を共同執筆。
開発、エネルギー、環境および気候変動政策の分野において著
書・論文を多数執筆。スタンフォード大学にてPh.D.を取得。

司会 本日は立命館大学社会システム研究所が主催す
る学術公開講演会にお越しくださり、ありがとうござ
います。当研究所は毎年、学術研究活動の一環といた
しまして公開講演会を実施しております。今回はイン
ド国立経営大学院から、環境問題やエネルギー問題、
さらには近年非常に盛んに議論されております気候変
動問題に造けいの深いShukla教授を本講演会の講師と
してお招きいたしました。
本講演会のタイトルは、『インドの経済成長と環境』

としております。皆さまご存じのように、インドの経
済の発展をとりまく背景、諸問題、並びにこれらの社
会経済情勢と非常に密接に関連をもっているエネルギ
ーや環境の問題につきまして、ご講演いただきますと
ともに、ご講演の後には参加者の皆さんと意見交流の
場を設けさせていただきたいと思っております。
それでは講演に先立ちまして、本学立命館大学社会

システム研究所所長の山田彌教授から、ご挨拶並びに
Shukla先生のご紹介をさせていただきます。山田先生

よろしくお願いいたします。

挨拶　立命館大学社会システム研究所所長　山田彌氏

本日は社会システム研究所主催の学術公開講演会に
ご参加いただきまして、ありがとうございます。当研
究所は1998年に経済・経営両学部がこちらのキャンパ
スに移ってきましたときに同時に開設いたしましたか
ら、今年で10年目ということになります。10年目の記
念すべき学術公開講演会に我々がお招きいたしました
のは、今ご紹介がありましたShukla先生です。
Shukla先生はインド経営大学院、これはインドでは

非常にレベルの高い大学院であるというふうに伺って
おりますけれども、そこの教授でいらっしゃいまして、
経済開発と環境、あるいはエネルギー問題の専門家で
いらっしゃいます。この分野で非常に多数の著作・著
書あるいは論文を発表されてきていまして、この分野
での世界的な指導的な研究者の一人だと伺っておりま
す。また教授は、この分野で多くの国際的な共同研究
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の主要なメンバーとして活動・活躍してこられていま
す。またインド政府やいろんな国際機関でコンサルタ
ントを務めてこられていまして、最近発表された気候
変動に関する政府間パネルの第４次報告書の第３部会
の報告書の取りまとめをはじめとして、エネルギーと
環境に関する数々の国際的な報告書の執筆にあたって
こられています。

京都議定書から10年。地球環境問題がますます世界
的な重要な課題になりつつある今日、地球環境問題は
私ども社会システム研究所にとっても、重要な研究テ
ーマであるというふうに位置付けて取り組んでおりま
すけれども、私自身、本日Shukla先生からこのテーマ
でご講演をお聴きするのを大変楽しみにしております。
それではさっそくShukla先生お願いいたします。

講演会テーマ
『インドの経済成長と環境』

インド経営大学院大学　Priyadarshi Shukla教授

皆さんこんにちは。まず最初に立命館大学の皆さん
にお礼を申し上げたいと思います。このような大切な
講演をさせていただくことができ、このような機会を
与えていただき、ありがとうございます。私はインド
経営大学院大学（IMM）の教授でございます。
今日のプレゼンテーションですけれども、インドの

経済成長と、そしてその経済成長がどのように環境に
関係づけられているかということについて考えていき
たいと思います。そしてこれから50年の間、インドの
社会がこのような変化の中でどのように捉えられてい
くのかということ、経済成長と同時に環境にやさしい
社会を作ることにどういう役割があるのかということ
についてお話ししていきたいと思います。技術的なこ
とはあまり触れる時間はないと思います。
皆さま方はインドについてどのくらいご存じなのか

分かりませんので、まず簡単に経済について話をし、
これがエネルギーそして環境問題にどのように関連し
ていくのか、また気候変動にどのように関係していく
のか、そして特に京都議定書に述べられている気候変
動などについてどのような関係があるのか、というこ

とについてお話ししたいと思います。また、このよう
なグローバルな問題にどのような影響を与えているの
か、ということについてもお話ししたいと思います。
皆さんはインドがどこにあるかご存じでしょうか。

皆さんはよくご存じだと思いますけれども、中国の横
にあり、日本がこちらにございます。そしてここにイ
ンドがありますが、南アジアの地域ともつながってお
りまして、マレーシアであるとかスリランカ、パキス
タン、そういったところと隣接しております。このイ
ンドの経済的なダイナミズム、環境というのは、イン
ドがどこにあるかということと大きな関連を持つもの
です。
それでは人口動態的な要因について触れていきたい

と思います。インドの人口ですが、とても大きな人口
増加が見られるところでありまして、どのくらいの割
合で人口が増えているのかというと、2010年にはイン
ドの人口は日本の10倍ぐらいになるといわれておりま
して、とても大きな人口になるわけです。インドの現
在の人口は11億人ですが、これが15年後の2025年に
なりますと15億9,300万人、それだけの数になるわけ
です。これから６年の間に日本の人口の分だけ増える
ということですので、日本の人口はいま減っていって
おりますけれども、６年ごとにオーストラリア、また
はカナダの人口を加えていくということになるわけで
す。
これだけ大きな人口増加がみられるということで、

これは経済的な観点から見ても良い点・悪い点があり
ますし、人口増加がありますと、他にも環境問題であ
るとかいろいろなものに影響を与えるわけです。それ
と同時に、それだけの人口を使えるわけですから、人
口は開発にとってはとても重要な力になるわけです。
ここに示しているのは、インドの人口をピラミッド

にした場合どれぐらいになるかということですけれど
も、ご覧のように2000年は最初のピラミッドがちょう
どこの部分にあります。同じ年の日本のピラミッドは
このようになっているわけで、インドは若い人がたく
さんいて高齢者は少ないのですが、日本では高齢者が
多く若い人が少なくなっているということです。2050
年になりますと、それでも多くの中年層がインドには
たくさんいますし、若い人もたくさんいます。しかし
日本を見た場合にはそれほど多くはありません。高齢
者の人がたくさんいて若い人が減ってきています。
この状況を見てみますと、利点もあるわけです。15

歳から60歳までの人たちの数がたくさんいるというこ
とで、この人たちは労働力になるわけです。この労働
力になる人たちがとても強い経済成長の可能性をもた
らすわけです。投資をしてもこれだけの人がいるわけ
ですから、これは生産の要因にもなるわけですし、労
働力になっているわけです。労働力というのは生産の
ためにとても重要なものでありまして、この数がとて
も大きなものになるわけです。しかし問題は、どれだ
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けの技能を持った人たちがいるかということ、そして
どれだけの教育を受けているかということも大事にな
ってくるわけで、これがインドにとって大きなチャレ
ンジになるわけです。
ここに労働人口が示されています。インドにおいて

はこれだけ増えていっておりますが日本の人はアメリ
カやヨーロッパの人たちと比べた場合、この数が減っ
ていっております。これは新しい雇用の機会をインド
において増やすことができるという可能性があるわけ
で、生産的な仕事をしてもらえるわけです。そしてこ
のような農村から都市への人口移動・移り変わりが見
られるわけです。日本ではすでに開発された農村には
それほどたくさんの人がいないのではないでしょうか。
これは2010年の数値ですけれども、インドでは70％の
人たちが農村地区に住んでおりまして、農村には７億
7,000万人の人たちがいることになります。これはアメ
リカの人口の２倍の人たちが農村地帯に住んでいると
いうことになるわけです。そして今世紀の終わりには、
農村から都市へ人口が移動してまいります。もちろん
教育環境も変わるでしょうし、生活習慣も変わってい
くでしょう。良い面としましては、技能の豊かな労働
者が増えるということがあります。都市に来る人たち
というのは、多くのエネルギーを消費することも考え
られます。ですからこれがエネルギーであるとか環境
にとって非常に大きなプレッシャーになるわけです。
では簡単に見ていきたいと思います。この絵は、

2010年までに約３億4,000万人の人たちが新しく雇用
されることになるということを示しています。また
7,100万人の人たちがこれだけ新しく増えていくわけで
すけれども、新しく雇用されるということでいえば、
日本においてはマイナスとなっていますし、アメリカ
においてもヨーロッパにおいても停滞しております。
アメリカが少し増えているのは人口移動があるからで
すが、ほとんどの人たちは発展途上国からです。この
ような新しい雇用に入ってくる人たちというのはイン
ドからというのが非常に多く、中国と比べても多くな
っておりまして、これが経済発展につながっていくわ
けです。そして都市部に移行していくわけです。

2002年ですけれども、豊かな人たちは11万5,000ド
ルの収入を得ています。この調子でいきますと、間も
なく10倍の人たちが豊かな人たちに入ります。この一
番上のところが最も豊かな人たちのグループですけれ
ども、これらの人たちが１億人に達しますと、多くの
人たちが豊かになるわけです。インドにおいてこれだ
けの所得を持っている人たちがいるわけで、もちろん
貧しい暮らしをしている人たちもとてもたくさんいる
わけですけれども、これらの豊かな人たちが車を買っ
たりパナソニックのテレビを買ったりというふうに消
費が増えていきますから、国際的な貿易の観点からい
っても経済関係が中国や日本、インドに大きな影響を
与えているわけです。
ですからこのようなピラミッドを見た場合、一番上

の部分の豊かな人たち、中流の上の人たちが増えてい
くわけです。そしてこういった人たちがグローバルな
企業に働いてインドと貿易をするようになります。す
るとインドの雇用もこれらのところから来るわけで、
豊かな会社がこういった人たちを雇うということにな
ります。このような会社がインドの人たちを雇用しま
すと、所得も増えていくということで、より多くのも
のを購買することになり、このような経済的な循環が
増えてくるということになるわけです。一方、新しい
経済開発がおこなわれるたびに、より多くの社会や環
境の問題が生じてくることになるわけです。しかしこ
れをもっとシンプルな形でマネージすることによって
問題を解決できるわけですが、これが最もインドにと
っての大きな問題になるわけです。
いろいろな経済成長の駆動力となるものをここに示

しております。あまり詳しくは触れませんけれども、
人材が最も大きなものです。どれだけ教育を受けてい
るかということです。また投資、研究開発などがなさ
れます。多くの日本の機関も、インドの機関や大学と
協力して研究開発などを行って、そして新しい技術も
生まれます。過去10年の間にインドにおいては、主要
なソフトウエアの企業と合併をして技術を開発してい
きました。そしてこういった分野で新しい知識・技術
を開発し、それによって成長していきました。行動の
変化も起こってまいりました。また中流階級の上の人
たちが増えたということで、ライフスタイルも変わっ
てまいりましたし、国の資本形成も変わってきました。
インドの外から資本が流入してくるということが増え
てきたわけです。
同じような現象が中国でも見られます。過去30年の

間、中国の貯蓄率というのは40％でした。インドの貯
蓄率は30％以上でしたが、これを比べてみましても、
アメリカの場合は貯蓄率はゼロのレベルです。過去10
年ぐらいにおいては、サブプライムの問題などがあっ
て新規の住宅購入は減っていっています。また、アメ
リカにおいては多くのお金を借りるということをして
おります。使うよりも多くを借りるということです。
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ですから貯蓄率はマイナスになっているわけです。し
かしインドや中国においては貯蓄率は上がっていって
いるわけです。これは基本的な資本を蓄財していくこ
とができるわけで、このような状況で新しい資本の形
成ということと同時に、技能を持った新しい労働力が
形成されることによってインドの経済成長を促してい
るわけです。
それと同時に制度なども変わってきております。民

主主義の制度を取り入れておりまして、過去60年の間
に、英国が去ったあとのインドにおいては非常に多様
な変化がございました。法律であるとか市場なども変
わりました。効率は良くなりましたし、経済成長に伴
って政策なども変わってまいりました。

このような貯蓄率があります。現在は33％の貯蓄率
ですけれども、これが上がっていっております。2030
年にはもっと上がるか下がるかは分かりませんが、そ
れほど貯蓄しなくなるのではないかと思われます。将
来のために貯蓄するのではないということになると貯
蓄率は減ってくるでしょう。しかしこれはインドにお
いて新しい資本が形成されることになり、そしてイン
ド自体の経済成長につながっていって経済成長率が高
まるわけです。
それではインドのGDPを見ていきます。2006年です

が、GDPの成長率は9.4％でした。インドのような大
きな国にとってかなりの高いGDPの成長率となりま
す。国際的な協力といったものがうまくいって、長い
期間これを維持していければいいと思います。何年も
のあいだ低所得・低成長率であったのですが、このよ
うな高い成長率を維持していくということは、インド
にとってとても大事なことです。
サービスセクターの成長率を見ていきますと、これ

はインドでの実質的な経済成長率を示しておりまして、
11％となっております。発展途上国のサービスセクタ
ーの成長というのは遅れるものですけれども、しかし
インドのサービスセクターの成長率は非常に大きなも
のとなっております。非常に技能の高い人たちが増え
ていっておりまして、サービス業界、ＩＴ業界、ソフ
トウエアの業界などにおいては、過去10年のあいだ非

常に大きく伸びております。インドのサービスセクタ
ーのシェアというのは非常に高くなってきていて、こ
れによってインドの成長を促しているわけです。
インドの貿易を見ていきますと、輸出も輸入も増え

ていっております。インドは石油の輸入量がとても高
い国で、石油製品の輸入というのはとても大きな数値
を示しています。このように輸出も輸入も非常に大き
な数値で伸びていくということでありまして、海外か
らの直接投資も増えております。インドへの直接海外
投資の率は増えていっていまして、ソフトマーケット
への投資は短期で非常に増えております。直接海外投
資は長期的な投資になるわけですけれども、これも非
常に増えております。例えばスズキ、トヨタ、その他
の会社が新しい工場をインドで造っておりまして、多
くの投資をしてくださっています。
もちろん海外貿易については、他の国に比べてトー

タルの数値はまだ小さいものですけれども、ここでの
本当のストーリーは傾向としては増えているというこ
とです。非常に早く成長しているということで、これ
から20年30年を見た場合には、この数値は非常に大き
なものになるでしょう。例えば中国の数値は現在非常
に高いものとなっていますが、インドも間もなくそう
なるでしょう。
インドや中国などの大きな発展途上国の政策決定者

は、どのようにこの経済成長を維持させるかというこ
とを考えておりまして、このように所得を外から得る
ということであります。クオリティの高い生活をする
ことができるようにということです。多くのインドの
会社がございますが、皆さんはあまり会社の名前はお
聞きになったことがないかも知れません。トヨタであ
るとかパナソニック、ホンダ、そういった有名な名前
は皆さんご存じでしょうけれども、インドの会社もい
ま現在国際的な会社になっていっておりまして、新し
い傾向としてはこのようになります。インドの会社が
海外の会社を買収しているという傾向で、これは新し
い傾向です。この考え方としては、先進国から発展途
上国へとお金が流れてくるということでありまして、
2005年時点におきましては、インドの会社が73社の買
収をいたしました。これも継続的に増えていっており
まして、この数値はこれから10年ぐらいの間にかなり
増えるものと考えております。
簡単に次のスライドを見ていきたいと思います。イ

ンドにおいても大学や大学院を卒業した人たちが多数
おりまして、工科大学を卒業したエンジニアの人たち
は20万人おります。また、工科大学以外の卒業生など
もたくさん卒業しておりまして、こういった人たちが
雇用され、海外で働き、インドにお金をもたらしてい
るわけです。
ＩＴの分野の卒業生も非常に多く、細かいところま

では見られませんけれども、インドのオフショアのＩ
Ｔ業界・ソフトウエア業界のシェアを見てみますと、



アメリカや日本などと比べた場合、インドは54％であ
り、46％がその他の国となっております。
これがビジネスプロセス・アウトソーシングの業界

で、インドのシェアは半分以上となっております。で
すからこのようなＩＴ関連の業界は非常に成長の大き
なものになっていて、インドのシェアはとても高くな
っております。非常に技能の高い若い人たちが大学か
ら出てきて、そして多くの人たちがこういった企業で
働いているわけです。
インドのＩＴ産業においては、１人当たりの所得を

見た場合には貧しいのですが、このような特殊なＩＴ
の分野においては非常にインドがイニシアティブを取
っているということで、グローバルな競争に勝ってい
るわけです。この市場だけを見ても、非常にインドの
経済を駆動している業界だというのが分かります。
もちろん通信の分野においてもそうです。日本から

通信の会社がインドに入ってきておりますけれども、
インドでは毎月500万人の人が新しく電話に加入して
います。毎月500万の電話線が追加されているという
ことで、非常に新しい市場であるといえると思います。
日本の企業や他の先進国の企業などが、新しいインド
のイニシアティブが出てきているということに直面し
ているわけです。去年だけを見ましても、通信業界・
携帯電話の業界は世界で一番早く成長しているわけで
す。中国の市場は最も成長が早く、今や成熟してきて
おります。非常にたくさんの人たちが携帯電話を購入
するようになってきておりまして、自動車などについ
ても同様です。
インドにおいてはホンダやトヨタ、スズキなど日本

の企業が多くありますし、スズキは非常に古くからイ
ンドに来ております。1980年代の初頭にインドに入っ
てまいりまして、市場に台頭してきて、インドの車の
市場の10％のシェアをスズキが取りました。石油の価
格が高く所得が低いので、小さい車を買いたいという
ことになったわけですが、そこでスズキは小さな車を
作って市場において成功を収めたわけです。今や市場
の50％のシェアを得ているのがスズキです。
新しいストーリーが出てきています。日本とインド

との経済協力が新しく出てきているわけですけれども、
インドにおける現在の協力関係を見ていきますと、継
続的なものとしてはスズキの車はよく知られた車で、
多くの人がこのような高価なスズキの車に乗っていま
す。インドの道路状況ではスズキの車はとても便利な
車で人気があるわけです。トヨタ、ホンダなども入っ
てきておりますし、トヨタ、ホンダからはこれから１、
２年の間にハイブリッドの車をインドに入れる予定で
す。
簡単に日本とインドとの経済的な関係について見て

いきたいと思いますけれども、もちろんこの数値は小
さいものですが、しかし過去数年の間の成長率は非常
に大きなもので、日本とインドの経済的な関係という

のは非常に大きなものです。貿易量としてはそれほど
大きくはないのですが、非常に早く伸びていっており
ます。日本からの直接投資がとても早く増えていって
おります。
ヨーロッパやアメリカの銀行はそれほど積極的では

ありません。しかし現在、日本の銀行はとても積極的
な形でファイナンシングをしてくれていて、インドで
いろんなプロジェクトの資金調達をしてくれています。
ですからインドの経済成長の裏には日本の協力がある
のです。
これは過去10年のインドへのODAの状況を示して

いるものですが、日本からインドへのODAは200億円
です。１ドル100円として計算した場合には２億3,700
万ドルになるということで、これが日本とインドとの
開発援助の関係でありまして、今とても大きな協力関
係が見られるわけです。例えばいろんなプロジェクト
がありますが、アグラ給水プロジェクトというのがタ
ージマハールの近くでありますけれども、インドに来
られた時には皆さんここに行ってもらいたいと思いま
す。このようにいろいろなところに問題はございます
が、日本の企業がとても強力な形で協力してくれてお
りまして、このような問題を解決することに力を貸し
てくれています。タージマハールにモニュメントがご
ざいまして、多くの日本のプロジェクトが現在ODＡ
のプロジェクトとして開始されております。
またいろいろな日本の企業のロゴが見られます。こ

れはよく知られた名前ですけれども、東京に行きます
とインドの会社のロゴも見えます。東京にインドの会
社のオフィスがありますが、こういった会社がオフィ
スを開設しておりまして、今や有名になっているイン
ポッシスというのはＩＴの会社で、東京にオフィスを
開いております。この３つは製薬会社です。多くのイ
ンドの会社が両方向への協力関係をもたらしていると
いうことで、これによって経済協力関係が日本とイン
ドの間にもたらされているということです。
日本とインドとの教育分野における協力もございま

す。いろんな大学との協力関係はたくさんありますが、
ここでいくつか紹介してあります。インド工科大学と
立命館大学との協力関係など、その他の大学が国際的
な協力をしておりまして、交換留学生などがインドに
行き、インドからも日本に来ております。このような
日本とインドとの協力関係はインドの開発を助けてく
れています。
それではインドの経済がどのように成長していって

いるのか、そして傾向はどのようなものなのかという
ことについて触れたいと思います。次に環境の側面も
見たいと思いますが、いろいろな環境インディケータ
ーがございますけれども、エネルギー資源を見たいと
思います。そして温室効果ガスの排出に関係のある
CO2の排出などについて、京都議定書で示されたガス
の排出量がどうなっているかということについてお話

5
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しし、そしてインドの環境問題について話していきた
いと思います。
皆さん方の中にはこれをご覧になった方があるかと

思います。これはクズネッツ曲線と呼ばれるものです
が、アメリカの科学者でありまして、ノーベル賞をと
った人です。このクズネッツ曲線が示しているのは、
所得が増えていくと環境劣化が起こるということです。
これは増えていくのですが、ある点に来ると、経済的
な成長が早くても、経済的なインディケーターだけで
見るのではなく、その他のインディケーターも見てい
くということです。ですから環境を犠牲にして経済成
長を遂げるのですが、それがある点に達しますと、十
分に貯蓄をし、そして社会が十分な資源を持って環境
問題を解決していくということをいたします。インド
の場合にはこの段階にあって、まだ環境劣化というの
は今も増えていっています。しかしながら日本のよう
な国はもう既に環境劣化は減っていっていて、また環
境問題というのは少なくなっているわけです。
このような状況というのはインドにとっては非常に

大きな機会になると考えます。というのは、このよう
な環境産業の発展との関連ですけれども、経済成長が
増えていくにつれて産業が環境問題にも対処していく
ことが必要になってくるわけです。ですから環境ビジ
ネスというのも成長していくわけです。
これはいろいろなガスの排出量を示したものです。

京都議定書の中で示されている排出量をご覧になった
方もあると思いますが、６つの種類のガスが温室効果
ガスと呼ばれているものです。温室効果ガスと呼ばれ
ている６種類のガスが京都議定書によって規定されて
いて、その中でも炭酸ガスが最も大きく、環境劣化に
最も大きな影響を与えています。すべてのガスを合わ
せてどれだけになるかということを決めているわけで
すが、ここでインドの場合を見ていきますと、温室効
果ガスの排出量はとても速い率で増えていっています。
これは１つのインディケーターでありまして、インド
の経済成長を見ていく場合に、このような経済的な観
点も考慮に入れて、環境に対してはネガティブな影響
を与えていくような形にしていかなければならないわ
けです。
温室効果ガスの排出量の問題というのはインドの問

題ではなく、全地球的な問題です。気候変化というの
はインドだけに起こるものではなく、世界中に起こっ
ているわけです。ですからCO2の排出量やこういった
ものすべてが世界の気候変動に影響を与えていますの
で、これはグローバルな形で対処していかなければな
らないわけです。もちろんインドにおいても中国にお
いてもこの数値は増えていっているのですけれども、
しかしアメリカやヨーロッパ諸国、日本と比べた場合
には低い数値です。しかしながらこれから50年ぐらい
の間に、インドや中国の数はもっともっと増えていく
でありましょう。ですから問題としては、これを解決

するためにこのような問題を学んで何か手を打たなけ
ればいけないということです。
ではどのように我々が考えているかということです

が、いろいろなセクターが温室効果ガスの問題に対処
していっています。日本の会社も多くの技術を提供し
てくれておりまして、三菱やその他の企業が技術を提
供してくれていますし、電力会社も建築などに力を貸
してくれています。CO2の排出量を見た場合には、濃
い色で示したところが排出量が多いところで、1990年
代は濃い色のところは少ないのですが、2005年を見て
いただきますと、濃い色のところがもっと増えていて、
排出量が増えているところが多くなっているというの
が分かります。ですからこのような排出量は、発電所
であるとか産業の集積しているところから増えていっ
ています。CO2のミッションであるとかSO2の排出量
が増えているわけで、これが現地の環境劣化をもたら
し、そして気候変動の原因になっているわけです。こ
のような電力部門においてもCO2の排出量が非常に大
きな影響を与えているわけで、新しい問題がいま生ま
れているわけです。もちろん新しい電力会社というの
は経済発展には不可欠で必要なものですが、それと同
時にそれがCO2の排出の原因になっているわけです。
インドはとても大きな国であり、所得が非常に急速

に増えていって、人々がどんどん家を買ったりして、
どんどんこのような環境の変化が起こっていくわけで
す。セメント部門においてのCO2の排出量も増えてい
っています。電力会社やセメント業界などからのCO2
の排出量が非常に高くなっておりますし、中国におい
てもそうです。
去年ですが、世界のセメントのうち70％が中国とイ

ンドで生産されました。50％が中国、20％がインドで
すが、こういった数値は非常に大きな環境問題を引き
起こしているわけです。それと同時に分かったことは、
このようにエネルギーの使用の構造も変わっていって
いるということです。伝統的なバイオマスですが、例
えば料理に使うマキなどの使用量はどんどん減ってい
っておりまして、石油、石炭、石油ガスなどの化石燃
料が増えていって、これが温室効果ガスとなるわけで
す。ですから問題は、このような形で進んでいる傾向
をどう変えていくかということです。インドにおいて
また中国においてこういった傾向をどのように変えら
れるかということなのですが、21世紀において気候変
動ということを考えた場合には、どのようにしてこの
問題を解決するかということがとても大事になってく
るわけです。これが現在の傾向です。エネルギーの使
用の構造がこのように変わっていて、化石燃料が増え
ていっています。これが環境汚染になっているわけで、
CO2・SO2の排出量が増えているという傾向があるわ
けです。
ここまでは今までに何が起こったかということをお

話ししましたけれども、今後どういうふうになるかと
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いうことを今から見ていきます。非常に恐ろしい数字
を皆さんにお見せすることになりますが、今から40年
ぐらいでどのようにインドの経済は変わるかというと、
毎年7.16％成長します。しかしこの成長は、何も事故
や災害が起こらないということ見た場合です。しかし
現在の動向ではそういったものが起こるのではないか
という懸念がありますが、それを考慮しなければ45年
で毎年7.16％伸びるということです。それがずっと続
きますと非常に大きな数になります。この成長率です
が、2005年を１とすると、2050年の経済は25倍になっ
ているというふうに考えてもいいと思います。という
ことは非常に驚くべき数です。50年ぐらいで、若い皆
さんのような人たちはまだまだ生きていらっしゃるわ
けですけれども、そのときにインドの経済成長はどれ
ぐらいかと。インドでたくさんの若者が増えていて、
毎年毎年2,000万人の人口が増えて、その人たちはもち
ろん2050年に生きているわけです。そのときは現在の
経済規模の25倍になっているというわけです。
ここで経済を学ぶ学生また政治家にとっても面白い

ことであると思うのは、50年後に25倍にもなるような
経済を、そのときどのような経済政策でそれらをマネ
ージしたらいいかということを考えるという問題です。
50年で20倍以上になるという経済の管理をどうしたら
いいのでしょうか。これは非常に重要です。ですから
経済の基本的な政策をつくる上で、経済そのものをま
ず対象として考えるということ、これが現象を理解す
る上で非常に重要です。
それが今日の講演の１つの理論的な目的だったので

すが、しかしその次に、このような社会において、逆
に言いますと、将来の５％ぐらいでしかない現在の経
済状況の中での環境問題を、50年後にどのようにして
うまく経済政策と合わせていったらいいのかという問
題があります。先ほど言いましたように、例えば経済
成長がエネルギーの部分で非常に大きくなっていきま
す。エネルギーの需要が非常に大きいです。25倍では
ないですが、エネルギーというのは少なくとも４倍、
５倍ぐらいの需要になるでしょう。４倍、５倍といっ
ても非常に大きな数です。たくさんの石炭がいるわけ
です。
この図では石炭はブルーで赤が石油ですけれども、

もしここで環境政策を何も付加しないというふうにな
りますと、このトレンドがずっと続いていくわけで、
環境は非常に損害を受けます。特に気候変動、温室効
果ガス…気候変動は非常に大きな問題になるでしょう。
ですから人々がここで何もしなければ、このトレンド
はこのまま続いていけば、どのようにして変更・変化
を促していたらいいのでしょうか。ますますエネルギ
ーが必要になり、石炭がその中の主要なエネルギー資
源であり、このように必要とされていくということで
す。このようになれば大きな環境のダメージが起きる
わけで、CO2の排出が今現在よりもかなり増えるわけ

です。400億トンぐらいですけれども、だいたい11億
ぐらいインドの経済から排出される量が増えるという
ことです。ということはこのトレンドが続けば、特に
持続可能ではないような世界に進まなければならない
ということです。
しかしこれはインドだけの問題ではなくてグローバ

ルな問題です。もし各国がそれぞれでこれを解決しよ
うとすると、解決できないということなのです。とい
うのは協力が必要です。誰かが解決してくれるだろう
と皆さん思っているわけで、一人ひとりがそんなふう
に考えているので、世界的に京都議定書を作りました。
しかし京都議定書というのは 2012年まで続くのです
が、まだ出発点にしか過ぎないと思います。インドネ
シアのバリで来週会議がありますが、2012年の京都意
向を語り合う会議になっています。今現在そういった
ことを達成し、さらに2012年以降もっと大きな環境問
題が起こりうるということを世界のリーダーたちが会
って話し合うわけです。すべて科学的なデータは持っ
ていますので、そういうふうにグローバルな状況を踏
まえた上で、どういう気候の変化があるかということ
です。
一つひとつ細かくお話ししていく時間はないので全

てをお話しすることはできませんが、全体的な話をし
て、そのあとインドのお話をします。もしこの温室効
果ガスの排出に際して何もしないということであれば、
エネルギーの使用量は世界でこのように増えていきま
す。こちらにあるように今現在のエネルギー使用量と
いうのは500エクサジュールです。10の18乗というの
がエクサジュールだそうですけれども、エクサジュー
ル/年の単位でいきますと、今は500です。ところが今
から約100年後、2095年には今の３倍のエネルギー消
費量になるわけです。このような世界になるわけです。
例えばガス、石油、いろんな分散したエネルギー資源
を使うようになります。アンコンベンションナルとい
うのは今普通に抽出するものではなくて、カナダとか
そういったところにあるもう少し高価なオイルシェル
から出すようなものです。今すでに高いですけれども、
もっと高い経済の負担になるような石油のやり方です。
しかしいろんな代替資源を考えねばいけなくなるとい
うことです。2100年でもほとんどの場合は、この色つ
きのグラフにありますようにいわゆる化石燃料が圧倒
的多数を占めています。
これがグローバルなトレンドであれば、これはアメ

リカでの研究成果でアメリカでよく知られた研究所が
出しているエネルギーモデルですが、非常に警告を発
するようなチャートになっています。たくさんの化石
燃料がこれからの１世紀で使われるということで、で
はCO2はそれに対してどれぐらい出てくることになる
のでしょうか。たくさんのCO2が大気中に排出されま
すと、約120年間そのまま生き続けるわけです。CO2
が私の車から出るとしますと、その分子がいったん出
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てしまえば120年間生き続けるわけです。ということ
は今後100年間そういったガスをどんどん出し続けて
いくということになれば、ガスの濃度が濃くなってし
まいます。そのように濃度が上がるということになれ
ば、いわゆる太陽光線を捕捉してしまい、もっともっ
と温暖化を招くことになります。これがエネルギー世
界の絵です。
もっと詳細な説明ももちろんあるのですけれども、

各産業分野でどのようにCO2の本質が違うかというこ
とですが、もっと車を使い、電気を灯し、家電製品を
使うということになっていきます。もちろん良い生活
を送りたいというのは別に悪いことではないのですが、
でもそういう生活を続けていきますと、それが１つの
推進力となってCO2を出してしまうのは確かです。も
しも何もしなければどうなるか。ほとんどの予想が言
っていることは、今後100年ぐらいでCO2の排出量は
このように増えていきます。濃度がどんどん増えてい
くことになります。もしも何もしなければ、政治家に
とっての課題は、どのようにしてこのトレンドを違う
方向に変えることができるのか、もう少し下の曲線に
変えることができるのかということです。
京都議定書の中では2012年までを考えているのです

けれども、これはまだファーストステップ・第１段階
にしかすぎません。すなわち経済とエネルギーとを離
すということ、そして温室ガスと経済成長と切り離す
ということを考えているわけですが、中国でもインド
でもいろんな国でも、そのような本質を単独で考える
ことはできないわけです。すなわちエネルギーの需要
が増加していくこと、温暖化が増えていくということ、
それと経済の成長を離すことはできないのです。これ
をどのようにして考えたらいいのかというのが今の世
界の政治家の大きな問題になっています。
ではその次に出てくるのは、世界の指導者たちがこ

の問題を解決するために会議をするわけですが、例え
ばアフリカ、インドといった国を見てください。１人
あたりの排出量は非常に少ないです。ところがオース
トラリアやカナダ、アメリカ、こういった国を見てく
ださい。１人あたりの排出量は、既にアメリカにおい
ては20倍ものCO2をインドの人よりもたくさん出して
いるわけです。インドの政府に対して排出を止めてく
ださいというのは非常に難しいです。というのは、ア
メリカの一人ひとりの人たちは私たちよりも20倍の排
出をしているわけです。ところが将来はどうなるでし
ょうか。インドや中国の増加率はアメリカの増加率よ
りも高いです。アメリカは下がっていくでしょう。イ
ンドと中国を全部合わせますと、例えばヨーロッパや
アメリカや日本などの先進国を合わせたよりも大きく
なっていくでしょう。ですから将来を見ますと、我々
のようなこういった国が、大きな国の数のようになら
ないようにしなければいけない。もしもなってしまう
とすると、本当に環境問題の管理は不可能になってし

まいます。
ではどのようにすればこういった人たちが削減をし

てくれるのだろうかということですけれども、そのよ
うな方向に経済を形付けるということにすると、いわ
ゆるロックインというのが起こってしまいます。固定
化ということです。例えばアメリカは車を運転すると
いうことで固定していますし、そこからは後退できな
いわけです。もっと地下鉄とか鉄道を使うという方向
にならないということです。いったん決まってしまえ
ばそれを使い続けるわけです。それではインフラをイ
ンドや中国でどのようにして良い方向へ変えていける
のでしょうか。まだロックインされていません。長期
的なエネルギーの使用は非常に大きいと思われます。
エネルギーを出せばCO2が出るということが分かって
いるわけです。では我々は、どのようにしてもう一度
我々の将来をより良い方向に形づくり直せるのだろう
かという問題になってきます。
そこで我々が言っているのは低炭素社会への移行と

いうことです。ではどうやって低炭素社会への移行が
できるのでしょうか。今いろんなプロジェクトが日本
とイギリスの間でおこなわれています。日本の環境省
とも緊密に、またイギリスの環境省とも緊密に連絡を
とって仕事をしているわけですが、インドについての
お話をする前に少し日本のビジョンについてお話しし
ます。皆さんの方がよく知っていらっしゃるかもしれ
ませんけれども、これは筑波NIESの藤野さんから借
りたスライドで、これは京都大学の松岡先生の絵も入
っていますけれども、この絵で描いているのはシナリ
オです。つまり２つのタイプのシナリオを考えていま
す。
１つのシナリオは、将来の社会はこうなるのではな

いかということですが、皆さんはこのキャラクターの
ドラえもんをよくご存じだと思います。私よりもよく
知っていらっしゃると思うのですけれども、これはド
ラえもんが描くハイテクの社会です。右側にサツキ、
メイがいますが、こちらはもう少しのんびりした発展
を考えています。分散化した発展を考えた社会です。
そこで問題になるのは、この問題をハイテクのソリュ
ーションで解決できるのでしょうか。あるいはもう一
度社会の好みを違う方向に直した方がいいのでしょう
か。どちらの方が世界のトレンドに影響が大きいでし
ょうか。
これも借りてきたものですが、将来の日本の家庭の

絵ということで、日本の研究者たちは今こういったこ
とを考えています。たくさんの日本の人たちはロボッ
トに子育てをさせるとか、そういうことも考えている
でしょう。しかしアイデアは基本的に非常にハイテク
な状況です。例えば老人を面倒みているのは人間か、
あるいはロボットがみるとかそういうふうになると考
えられていますが、このようにすれば環境的な問題・
経済問題とうまく合致できるのでしょうか。2050年の
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将来のポリシーとして、どうやって政策としてこのよ
うなビジョンをもう一度作り直せるのでしょうか。そ
してこのビジョンを使って将来を考え、政策を作って
いけるのでしょうか。皆さんが全員で社会で合意でき
るような政策であって、環境的な問題を起こさない政
策をどうやって作っていけるのでしょうか。いま日本
の話をしましたが、次にインドでは何をしているかと
いう話です。
ここでコンセプト的な図をお見せします。簡単にお

話ししますが、こちらも環境の質、そして経済の指標
がどのようにして調和し、その中でフロンティアと呼
ばれているラインを作っているということです。経済
的に最も効率のいいフロンティアというのがこのブル
ーのラインですが、しかしながらインドのような途上
国はもっとこれよりも左下の方向にあるわけです。経
済学のテキストなどを読めば出てくるかもしれません
けれども、もしも皆さんがこちらにいらっしゃって、
今後こちらのラインの方に動いていけばいくほどより
良い暮らしになるわけです。インドの我々にとってど
うしたらいいかということですが、まだそんなに経済
効率が良くないのです。開発の早い段階、初期の段階
にいるわけですが、ではどうやってフロンティアをこ
ちらの方向に動かしていけるのでしょうか。こちらの
方向に向かっていけば、経済の利益もあるし環境の利
益も同時に選べるわけです。でもそれだけではまだ十
分ではありません。いろんな問題を解決しなければな
りません。ただ単にこちらからフロンティアに動くと
いうだけではなくて、フロンティアそのものを右上方
向に動かしていけないかということです。ではどうや
って動かせるのでしょうか。こちら方向に動かすため
には、例えば技術革新をするということ。政策や制度、
機関などが一緒になって革新をするということ。国際
的な協力をするということ。もしも皆さんに技術がな
ければ、どこかから技術移転をしてもらうという意味
での協力です。ですからコンセプト的にインドのよう
な国としてはまだまだこちらの段階であるわけです。
ですからもっと早くフロンティアを上の方向に動かし
ていくためには、地球的な規模の協力が必要になるわ
けです。ですから経済成長は必要なのです。そして同
時に環境の質を悪化させてはいけないわけです。いわ
ゆるクズネッツ曲線の無害なサイドに動きながらそれ
を現実的におこなうにはどうしたらいいかということ
です。
我々が今インドで考えているのは、インドの排出に

対して何もしなければどうなるか。2050年には先ほど
言ったような段階になってしまいます。日本とかイン
ドやイギリスは2050年の目標を見据えています。何も
しなければ、2050年のインドの排出は先ほど言ったレ
ベルになるわけです。そこでインドのLCS・低炭素社
会は、2050年のベースケースよりも70％ほどたくさん
削減しようと考えています。ですから30％はこのベー

スのままですが、この話はすでに進んでいます。日本
は50％、60％の削減は目指してはいるけれどもと言っ
ています。最近日本で役人の方と話しましたけれども、
彼らは30％には削減できるというふうに自信を持って
います。できれば70％削減だと。
バリでの会議では、来週世界のリーダーが集まって

何％削減するのかという話しをするわけですけれども、
今後50年間でどのようにしてグローバルな環境の悪化
を避けることができるのかという話しをします。イン
ドではいろんな機会があります。新しいインフラを作
ったりしているわけです。その新しいインフラでアメ
リカなどで起こっているようなロックインは避けたい
と思います。先ほど言った技術の固定化は避けたいと
思います。そういった状況を避けることができるかと
いうことと、またさらに技術移転や大学との教育、あ
るいはアメリカや日本との協力、そういった可能性が
ないかということです。技術的な会社であるとか大学
や研究機関と協力して、もっと知識や技術をトランス
ファーしてもらうということです。それからまた人々
の生活態度も少し変えていこうと。それはただ単にい
わゆる西洋の人たちのライフスタイルを真似るのでは
なくて、もし西洋のまねばかりしていたら、温室効果
ガスの削減は非常に難しいでしょう。
あまり詳しくは申し上げませんが、今現在のインド

の2006年での排出ですけれども、1,284百万トンとな
っています。もしも何もしなければどうなるかという
と、数はこのように増えていきます。しかしもし30％
に削減すればどうなるか。こちらにありますように
2050年ではこれだけの差になってきます。上がベース、
下が削減した場合です。ではその新しい技術を導入し
てこれを達成するにはいろいろな経済のモデル、いろ
いろな工学のモデルとかそういったものがあるわけで
す。筑波の研究所と環境分野で共同で研究しておりま
して、いろいろなモデルの詳細がありますけれども、
あまりにも複雑でこの短時間では全部お話しできない
のですが、筑波の研究所との間の議論でいろんな機会
があるということが分かってきました。温室効果ガ
ス・CO2を減らすためにいろんな機会があるというこ
とです。その機会はどこにあるか。電機、建設…例え
ば建設であれば、建設の素材を変えるとかソーラーパ
ネルを電源に使うとか、そういう余地があるわけです。
そういう機会・余地が各分野でこのようにあるわけで
す。そういうことをたくさんやれば、技術移転によっ
てCO2をインドから減らすことができると思います。
もしそれが可能であればインドの排出量はそんなに多
くならないでしょう。その分私たちはインドから気候
変動に対する貢献ができるというものです。
そして我々のマップはこれ、アメリカのマップはこ

れ、日本のマップはこれというふうに各国がマップを
作れば、それぞれトレンドを変えていくことができま
す。でも経済は成長するわけです。しかし経済成長と
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必ずしもCO2が一緒にならない、増えないということ
になります。ですからこれは簡単ではありません。も
しもこれをしようとすればいろんな技術革新が必要で
すし、投資も必要でしょう。そしてこのような芸術的
な動向というのは協力によってできるわけです。日本
との協力、先進国との協力によって可能になるわけで
す。もしそのようなことができずに逆に何もしなけれ
ば、どんどんCO2の排出が増えるだけです。しかし何
か共同研究を始めますと、ある時点でCO2は減ってい
くでしょう。クズネッツ曲線の話をしましたけれども、
このようなCO2の排出と経済成長を切り離すというこ
と。そのためには新しい技術も必要です。日本には非
常に優れた技術があってそのようなソリューションを
実行しているので、日本との間で共同研究をしたいわ
けです。
これも詳細は申し上げませんが、１つはマテリアル

の使用を減らすということです。今はいろいろインフ
ラに投資が行われていて、道路を作ったり空港を作っ
たりしています。そして人々の生活は良くなっている
わけです。もちろん自動車の代わりに地下鉄を使うと
いうことも促してはいるのですが、いろんな投資はそ
れでも行われているわけです。そこにおいて日本の企
業などにもいろんなビジネス機会は提供されているわ
けで、それで経済も潤っているわけです。なるべく
CO2の排出を削減するようにそれをやりたいと思って
います。
日本とインドの将来の協力ですが、様々なプランが

出ております。もう既にこれはテーブルに載っている
投資案件でありましていくつか出しておりますが、こ
れだけではありません。今後２年間でスズキは生産能
力増強ということで、170億ドルの投資、そしてトヨ
タも３億8,500万ドルの投資を考えています。トヨタと
話をしますと、非常に大きなガソリン車ではなくて、
我々の環境を良くしてくれるようなより良い車を作る
と言っています。
そして他の可能性としては、ボンベイやデリーでの

いわゆる産業コリドーと呼んでいるところ、東京と大
阪の産業地帯を結んだようなところですが、そこを新
幹線のような鉄道で結びたいと思っています。我々は
新幹線を走らせた経験がなく、時速60キロぐらいの速
度の経験しかないのに、新幹線というのは300キロ近
いわけです。そういったものは協力なしではできない
わけです。３カ月ほど前に安倍元首相がインドにいら
っしゃいました。その中で我々の首相と話をしたので
すけれども、インドの首相の代表団と日本の会社が話
をして、日本の企業が特に交通機関に協力してくれる
という話に合意したようです。これは日本にとっては
投資機会になるわけです。
これがいま言ったコリドー・街道です。デリーとボ

ンベイの産業地帯を結ぶコリドーになるわけです。日
本の存在はここで非常に大きくなるでしょう。それと

同時に、インドに対しましていろんなガスのパイプラ
インが来ています。日本の企業はここでいろいろな協
力をしてインフラを作ってくれています。いろんな話
し合いがさらに今後のために行われていて、ガスの供
給をもっと増やそうということや、例えばヒマラヤに
おける水力発電のプロジェクトなども１つの例ですけ
れども、どうやってそのプロジェクトの管理をするか
ということで、たくさんの日本の企業が来てくれて協
力し、そして技術を提供し、投資をしていただいてい
るわけです。
これはインドにとって良いだけではなくて南アジア

全体にとっていいわけです。ヒマラヤ山系にはいろん
な国があります。インドだけではなく、ヒマラヤ山系
にあるのはほとんど貧しい国ですけれども、このよう
な協力のメリットが得られるわけです。
これはトヨタのハイブリッドカーです。これを我々

は期待しているわけですが、排出ガスのことだけでは
なくて、インドに来るためには価格も安くないと困る
わけです。このプリウスは環境にはいい車ですけれど
も、環境に優しいだけでなく価格も安くないと困るわ
けです。高いとインドの人は買えません。これは１つ
のソリューションです。
それからもう１つ日本の企業と話をしたのは燃料電

池です。燃料電池を使って水素をつくるということで
す。そして日本の研究所や企業と協力しまして、燃料
電池を使って家庭で電気を使用するということについ
て話をしました。これは燃料電池のいろいろな使い方
を描いています。日本の家にいきますと、良い技術を
家庭で使っているわけです。こういった技術を我々も
廃棄物があまり出ないような方法で使えないかと。な
るべくエネルギーを使わないようなやり方も１つの方
法でしょう。
それからまたこちらの写真ですけれども、将来的な

エアバスです。日本の航空会社もこれをやっていると
聞いていますが、水素で飛ぶ飛行機です。多分20年以
上は掛かるのでしょうけれども、エアバスで次世代に
考えているのは水素タンクを積んで飛ぶということで
す。
最後に考えているのは、それでもまだCO2は出てくる
わけで、CO2を捕捉してそれを海底に閉じ込めてしま
うというやり方です。これは炭素隔離・貯蔵と言うタ
イトルになっていますが、もう既にイギリスとノルウ
ェーの間の北海でやっています。そしてアメリカにお
いてもこういう施設があるようです。石炭を使っても
出てくる炭素を捕捉してしまえば、使ってもクリーン
なエネルギーになるわけです。そういったCO2は閉じ
込めてしまうというやり方です。
それからマグレブカーというものですが、これはヨ

ーロッパからアメリカまでをつないでしまおうという
高速の鉄道の計画で、日本やドイツのシーメンスとか
いろいろな企業が関わっています。途上国やインドに
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とってこういった今後20年30年の変化は、たぶんある
種の汚染を招く可能性もあるわけですから、なるべく
それを無害な方向で進めたいと思います。１つの方向
はバイオマスの将来像です。日本や先進国のたくさん
の企業が取り組んでいます。このようなエネルギーの
システムを作れば、CO2というのは基本的に植物に吸
収されますのでCO2は出ないことになります。バイオ
マスが成長すればそのような機能を果たしてくれます。
もしそれが持続可能に成長すれば、ゼロカーボンリソ
ースというふうになるでしょう。
これは一種の将来像です。このようにインドの成長

を見るときには、いろいろな技術の協力が必要だとい
うことです。投資も入ってくるでしょうし、いろんな
知識の移転、技術の移転で一緒に働いていきたいと思
っています。インドにおいては今後2050年に近代国家
になるのですけれども、なりながら環境のダメージは
起こさないというふうにしたいと思っています。
将来のインドのエネルギーシステムですけれども、

いろんなものをうまく組み合わせて、技術協力をして
こういったものができればと思っています。インドで
いろいろなことが今後起こっていくでしょう。
これが私の最後のスライドになりました。辛抱強く

長いあいだ聴いていただきまして、ご清聴ありがとう
ございました。そして皆さんぜひとも、インドのアメ
ダバードにあります私の大学にいらっしゃってくださ
い。こちらにウェブサイトのアドレスがありますけれ
ども、経済の分野におきましては非常に有名で、イン
ドにおいてマネージメントでトップ５に入る大学です。
ビル自身もよく知られた有名なもので、ペンシルバニ
アの建築家のルイ・カーンという人が造った建物です。
この建築のデザインも非常にきれいなキャンパスを作
り出しています。ぜひ皆さんIIMのほうにいらっしゃ
ってください。重ねてになりますがありがとうござい
ました。
今回、立命館大学さまによりましてこのような機会

を得ました。後ろの方に通訳がおります。通訳はなか
なか日本語に訳すのが難しかったと思いますけれども、
彼らにも感謝の辞を捧げたいと思います。ありがとう
ございました。

司会 Shukla先生、大変多岐に及んだ、しかも示唆に
富んだご講演をありがとうございました。既に閉会の
時間が近づいておりますが、せっかくの機会ですので
１つか２つ質問あるいはコメントを受けたいと思いま
す。質問がある方は名前をおっしゃってください。

＜質疑応答＞

Ｑ ムハンマタと申します。GDPについての図を出し
ていただけますか。５年間の計画を話されましたけれ
ども、この数値は何の価格を示されているのでしょう
か。
シュクラ 経済実質価格で比べなければなりません。
価格はインフレがあると高くなります。５％ですとそ
の年度の価格に対してのインフレ率を掛けます。GDP
の計算というのはそれぞれの国で１年ごとに変わって
まいりますが、それは実質価格で測定します。そうで
なければ成長を測ることはできません。成長が同じで
もそれをインフレ率に還元しなければなりませんので、
インフレ率も入れたものであります。
Ｑ ８ページですが、排出量はNO2ですか。
シュクラ これはNO2で二酸化窒素です。NO2という
のは地域的汚染物質であって、もう少し低いレベルに
蓄積されます。そしてこれは酸性雨などにも関連する
ものです。
Ｑ シュレジュシュナンダと申します。素晴らしいプ
レゼンテーションをしていただきました。どのように
インドが経済で今後も成長し続けることができるのか、
そして環境を同時に維持できるのかということでした
が、これは非常に大きな問題だと思います。また京都
議定書にも触れられました。どのようにインドの人は
京都議定書を考えているのでしょうか。既に京都議定
書の批准をしているわけですが、インドの方の京都議
定書に対しての意見を知りたいのです。
シュクラ 簡単に答えたいと思います。インドは非常
に強く京都議定書を支持している国の１つです。議定
書は京都で97年12月に合意をみましたが、インドはこ
の議定書を99年に批准しました。ですから非常に早く
批准したわけです。今現在は主要な文書として途上国
が京都議定書にCDM：Clean Development Mechanism
として参加しています。そして事実このCDMに対し
て仕事を進める主要な国になっています。インドのプ
ロジェクトがこのCDMに関連したプロジェクトの中
では一番大きくなっていることを見れば、非常にサポ
ートしているというのが分かるでしょう。私もバリで
の来週の会議に行くのですが、インドからたくさん参
加者がありますけれども、ポスト京都への移行もイン
ドは支持していくということであります。
Ｑ 私の質問は貧困と環境の問題についてです。たく
さんの貧しい人たちが環境の悪いところに混み合って
暮らしておりますが、インドの場合も経済成長率は高
いのですが、それと同時に高い成長率と低所得の不平
等があるということです。多くの人たちが実際には高
成長率の恩恵を受けていないということですので、具
体的に教えていただきたいのは、インドでこのような
貧困の問題を解決するために、環境の劣化ということ
に関連しての問題の解決の仕方を教えてください。
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シュクラ これは平等ということの問題との関連です
けれども、もちろん不平等というのは、発展途上国だ
けではなく先進国においても問題として表されていま
す。ビル・ゲイツみたいな人がいると同時に、多くの
人たちがホームレスでブロンクスに住んでいるという
問題があります。

今の質問は、まず最初に開発の低いレベルから始ま
っているのだと思います。多くの人たちが低いレベル
にいるわけですけれども、しかしレベルが成長してい
くにつれ、そして経済成長率が高くなりますと、どの
ようにして成長を配分するのかということがあります。
成長がＩＴのようなソフトウエアの部分から起こって
おり、若い人、大学卒業生などが働くわけですが、そ
れでも発展途上国においては教育を受けていない人が
たくさんいるわけです。特にインドの場合はそうです。
そして農業生産率をどのように維持していくかという
ことも問題です。また農村の人たちの教育をどのよう
にしていくかということも問題です。
現在インドで議論されていますのは、有名なインド

の経済学者でアマルティア・センというノーベル賞を
受賞した経済学者がいますが、この人の考え方により
ますと、我々が支出する予算を教育にもっと費やすべ
きだと言っています。しかし人に投資をする場合には、
お金を人に使うわけにはいきません。１つのフォーマ
ットに従った形で、例えば漁をするにはどのようにす
ればいいかということを教育しなければいけません。
ここで言う考え方としましては、経済的な資源を使っ
て人々をトレーニング・訓練するということです。そ
して農村部の経済を発展させるということが大事です。
例えば100万人の人たちがインドにおいて雇用されて
いますが、例えばアフリカ大陸から来た人たちを雇用
するということもあります。日本やアメリカ、ヨーロ

ッパ、こういったところも多くの人を雇用しています
が、多くの人たちが雇用されていないという問題もあ
ります。例えば2030年、2050年、2100年になりますと、
これから５年10年のあいだこのような移り変わりが起
こっていくわけです。しかしこれらの若い人たちが、
先ほどお示ししましたけれども、インドの人口の多く
の部分を占めることになるわけです。
例えば2,000万人の若い人たちが世の中に出ていって

いるわけで、そういった人たちは高い教育を受けてい
るわけです。しかし20年後になりますと、グローバル
な経済を考えた場合には、こういった人たちの教育の
問題ということも出てくるわけです。例えばインドの
農村部からの人たちも教育を受け、そしてグローバル
な経済の中で雇用の機会を得るということが必要にな
ってくるわけです。日本においての数値を見ると、若
い人たちの人口はネガティブになっております。また
ヨーロッパでも労働力は増えていっていません。アメ
リカでも少しの増加しかありません。ですから雇用の
機会というのは世界を見てもとても少なくなってきて
いるわけです。ですから我々の政策としてはとても複
雑な問題なのですけれども、どのようにやっていけば
いいのかということについて簡単な答えは出てまいり
ませんが、今の人の不平等ということについて質問、
ありがとうございました。

司会 冷めやらぬ雰囲気ではございますが、お約束の
時間となりました。本日は学術公開講演会にお集まり
いただきまして誠にありがとうございました。主催者
として重ねて感謝申し上げます。
本日は非常にお忙しい中、Shukla先生にインドから

来ていただきました。私は経済学部の島田ですが、10
年来の友人であり共同研究者でもあるShukla先生と、
まだこれからも研究を続けていくわけですけれども、
非常にためになった講演会だと思いました。最後にも
う一度Shukla先生に盛大な拍手をお願いいたします。
ありがとうございました。
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